
■外部評価事前質問シート（７月１３日（水）開催分）

No
施策
番号

質問事項 回答

1 施策２３

令和３年度に江東区住宅マスタープランの改定を行ったとのことであるが、ホームページ上
は平成２２年度の旧計画がそのまま掲載されていて改定後の住宅マスタープランが見られ
ず、都市計画マスタープランのページを見て初めて住宅マスタープランが都市計画マス
タープランに組み入れられたことがわかったが、極めてわかりづらい。少なくとも改定後の
住宅マスタープランに該当する部分の概要と主な改定のポイントだけでもHP上の何処かに
示すべきではないのか。見落としていたら申し訳ないがご教示とともに資料をいただきた
い。

ホームページ上の江東区住宅マスタープランの記載を修正し、住宅マスタープランの都市
計画マスタープラン内の位置づけ及び改正のポイントを掲載したうえで、都市計画マスター
プランのページにリンクするようにいたしました。

2 施策２３
長期計画のなかで住宅に関する区民アンケートでは「住まいの周辺環境」という項目のみ
であるが、居住している住宅そのものについての満足度や将来的な意向など、住宅そのも
のについての意向調査はしていないのか。あれば教えていただきたい。

前回平成３１年度までの長期計画に関する区民アンケートでは、住環境に満足している区
民の割合の他、住宅に満足している区民の割合について調査を行っていましたが、２つの
問いの差異が分かりにくく、双方の回答結果に大きな差異がないことから、現在は住環境
に関する質問のみとしています。

3 施策２３
区営住宅の、「間取りと世帯規模のミスマッチ」の状況について、数値で具体的にご教示い
ただきたい。

現在管理している区営住宅は、２DKが54戸、３DKが439戸、４DKが11戸でありファミリー世
帯向けがメインの住戸形式となっています。一方で、平成30年12月１日時点での入居者の
世帯割合は、単身が全体の32.7％、２人世帯が47.6％、３人世帯が11.4％、４人世帯が
6.9％、５人以上世帯が1.4％で、２人世帯以下が約80％を占めており、間取りと世帯規模に
ミスマッチが生じています。

4 施策２３

「建替・集約事業計画」で提言されている買取公営方式は、直営建替えに比べて迅速に事
業を進められ、民間の有益な提案も組み入れることができる一方で、提案方式によること
で、間取りの統一性などで違いが出てくる可能性もある。将来的に管理の段階で課題が出
てくることも想定されるがその点いかがお考えか。

住宅の設計については、すでに選定されている設計企業が４団地ともに設計を担当する予
定です。選定された設計企業は公営住宅の設計実績が数多くあり、高い技術力を有してい
ます。設計企業のノウハウを活かしつつ、区の担当者も定期的に打合せに加わっており、
経済性や統一性、将来の維持管理についても十分に検討しながら設計を進めています。

5 施策２３

長寿命化はLCCを低減する観点から有益であると考えるが、公営住宅の修繕の財源は家
賃と地方交付税でまかなわれており、家賃収入が全体として低下傾向にあるなかで、財源
の確保には全国の公営住宅管理者は苦慮している。江東区におかれては財源確保のた
めどのような手段を講じておられるか。

毎年度収支バランスを考慮しながら計画修繕を行ってきております。その中で、大規模修
繕や建替事業にかかる経費の財源確保として、区営住宅整備基金を積み立てており、これ
までのところ順調に推移しています。

6 施策２３
直営のシルバーピアのみでは現在の高齢化への対応は難しいと思うが、民間の事業であ
るサービス付き高齢者向け住宅の活用などの外部のリソースの活用についてはいかがお
考えか。事業者との連携はお考えか。

サービス付き高齢者向け住宅は、高齢化への対応として効果的な外部リソースの活用手
段でありますが、建設については民間事業者主体となっています。建設にあたっては福祉
部からも事業者に情報提供を行っており、事業者と区各部署が連携して対応しています。

7 施策２３
エレベータのない区営住宅が６団地７棟あるとのことだが、居住している世帯数と、そのう
ち６５歳以上の世帯の数について教えてください。またそうした高齢者向けの生活支援とし
て何を講じておられるのか教えてください。

世帯数75世帯、うち65歳以上の世帯数50世帯（2022.7.1現在）。建替・集約事業において、
エレベーターを整備することとしており、事業対象ではない残りの3団地4棟（世帯数21世
帯、うち65歳以上の世帯数17世帯）については、敷地形状や費用対効果を踏まえ、今後の
検討課題と考えています。
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8 施策２３
建替え、集約、撤去した後の土地活用については今後検討されるとのことであるが、定期
借地権の設定による事業者募集など民間活用を検討しておられるのかどうか差し支えない
範囲で教えてください。

既存住宅の用途廃止後に生まれる余剰地は、貴重な区有財産として有効活用を図る必要
があります。活用の方針については、民間活用等の整備手法を含め幅広く検討中です。

9 施策２３
区内の全住宅戸数と持ち家、民間借家、公営を含む公共借家、給与住宅等の所有者別の
戸数、並びにそれぞれの区分の中での集合住宅の戸数（平成３０年度総務省住宅土地統
計調査を参照してください）

資料を別途作成いたしましたのでご参照ください。

10 施策２３
平成３０年１０月の「マンション等の建設に関する条例」にもとづくバランスの取れた間取り
の配置の取組の具体的な内容とその効果について

別添資料のとおり、平成30年10月のマンション条例改正に基づき。ファミリー用住戸（40㎡
以上）を151戸以上含むマンション建設の際には住戸専用面積が90㎡以上の住戸（ゆとり
住戸）を10分の1以上、25㎡以上40㎡未満の住戸（ワンルーム住戸）を10分の2以上設置す
ることとしており、その他バリアフリー住戸を各10分の2以上設置するよう指導しています。
平成30年10月以降、対象となったマンション建設は1件であり、上記の基準に基づき設置を
行っています。また、設置対象とならないようファミリー用住戸を150戸に抑えた計画のマン
ションが出てきており、収容対策上の抑制効果として機能しています。

11 施策２３
東京都の条例によって行われている分譲マンション管理届け出制度に基づく届け出件数
の推移と、そのうち昭和５８年以前の義務届出数と、それ以降の任意の届出数の内訳

資料を別途作成いたしましたのでご参照ください。

12 施策２３
都市計画マスタープラン２０２２の９３ページに「コミュニティ活動を支える環境づくり」があり
そのなかでいくつかの取組が例示されているが、現在の状況と課題について教えてくださ
い。

コミュニティ活動を支える空間形成の取り組みについては、活動促進の場として、地域振興
課が地域開放型の地区集会場の管理運営及び改修を行っています。
地域コミュニティの形成の取り組みについては、マンション等の建設に関する条例にて、建
設時に地元町会への説明を義務付けているほか、使用規則への生活マナーに関する記載
等を指導しています。今後も更なるコミュニティ活性化のための指導内容を検討していきま
す。
今後新たに検討すべきネットワークを活かしたまちづくり方針については、行政または地域
住民や地元企業などにより組織されたまちづくり協議会が主導した方針策定を図っていき
ます。

13 施策２３
大規模マンションの建設にあたり、区が策定する地区計画によって何らかの条件を付した
例があれば教えてください。もし資料があれば差し支えない範囲でご教示ください。（公開さ
れたものだけで結構です）

地区計画の地区内に大規模マンションを建築する場合には、都が決定を行った再開発等
促進区では東京都再開発等促進区を定める地区計画運用基準に基づき最低敷地面積等
基準が設定されることとなる他、区が決定した地区計画においては、まちの将来像としてマ
ンションを想定した住宅の建築物としてのあり方に言及したものもあります。
区内にはいくつかの地区計画が設けられていますが、参考に豊洲五丁目地区の計画資料
を添付いたします。

14 施策２３
確認ですが、3年度に実施されたマンション実態調査の結果はまだ見られないということで
しょうか？（HP上では7月に公表予定となっている）

７月１日にマンション実態調査結果をホームページ上に掲載しましたが、検索エンジンの仕
様でタイトルへの反映や検索結果の上位掲載が遅れておりました。現在は、反映され検索
でも最上位に掲載されるようになっています。
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15 施策２３
取組方針２の事業で予算の執行率の低い事業は何か教えてください。執行率が低くなった
理由も教えてください。

マンション共用部分リフォーム支援事業が執行率2.3%、住宅リフォーム業者紹介事業が執
行率7.5%となっています。
マンション共用部分リフォーム支援事業については、管理組合が住宅金融支援機構からリ
フォーム融資を受けた際の利子を助成する事業ですが、都にも同様の制度があり、活用が
滞っていました。この事業については、今年度より利子助成から債務保証料助成へと制度
変更を行いました。今後、都の助成と併用し、管理組合の負担をより減らすことが可能にな
ります。
住宅リフォーム業者紹介事業については、家屋のリフォームや修繕を希望される区民の方
に「江東区住宅リフォーム協議会」を通じて、安心な施工業者を紹介する事業ですが、毎年
江東区民まつりにて、事業周知のブースを出展しています。昨年度は江東区民まつりが中
止となったため、執行率が例年より低くなっています。
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■外部評価事前質問シート（７月１３日（水）開催分）

No
施策
番号

質問事項
（不明な点・確認しておきたい点　など）

回答

1 実現②
少子化を背景として、土木や建築をはじめとする技術職の採用と育成に当たって工夫して
いることがあれば教えてください。

特別区人事委員会が、特別区技術職の業務内容、魅力、先輩職員の経験談などを伝える
「特別区技術職採用フォーラム」を実施しています。（コロナ以降は動画配信等による）

2 実現② テレワークやフレックスタイムの導入の状況について教えてください。

・テレワーク
一部業務のコロナ感染発生時にリモートアクセス端末の貸与を行っているが、事由を限定
しないテレワークについては、コロナ後の働き方に対する社会的要請を見極めた上で検討
が必要であると認識しています。

・フレックスタイム
現在特別区において検討しています。

3 実現②
行政財産の規制緩和やエリアマネジメントの取り組みなどにより成果を挙げた事業があれ
ば例示をお願いします。

平成30年度より区役所本庁舎駐車場を民間事業者へ貸付しています。(地方自治法改正
による行政財産民間貸付）

4 実現②
職員からの提案と表彰、また特に若手職員や現場職員からの提案の制度があればご紹介
ください。

・本区では平成２年度より、職員等提案制度を実施しています。
・本制度は、職員の資質の向上や政策形成能力の育成を図るとともに、区民サービスの向
上に資するため、職員から広く提案・アイデアを募り、今後の区政に反映させていくことを目
的としています。
・提案の対象者は、公益財団法人の職員や小・中学校教員等を含む、区職員としておりま
す。
・提出された提案は、一次・二次審査を経て、最終的に両副区長・教育長等により構成され
た審査委員会にて審査を行っています。
・審査の結果、優秀な提案であると認められたものについては、区長から直接表彰され、
事業化にむけた検討を行うこととしています。

5 実現②
工事の設計から監督・検査に至る過程で、重点的に新技術を活用している事例があれば
ご紹介ください。

電線共同溝の管路埋設について、低コスト手法を採用しています。埋設位置を従来の深さ
から、舗装構造の下面から１０ｃｍ程度にしてコストを下げています。また、管路材も低コス
トとなる材料を採用しています。

6 実現②
取組方針１の事業で、執行率が100％を上回っている事業は何か教えてください。その理
由も教えてください。

概算払いで支払いをうけた国庫補助金または東京都補助金にかかる、国庫支出金返納金
および都支出金返納金を補正予算計上したことより、当初予算額より決算額のほうが上
回っております。
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回答

7 実現②
多くの事業がありますが、令和3年度の執行率が50％を下回る事業があれば教えてくださ
い。その理由も教えてください。

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から実施を見合わせておりました職員自主企画
調査事業などが執行率50％を下回っております。

8 実現②
職員のしごと生活応援プランに超過勤務の縮減目標として時間外勤務が年間360時間を超
える職員数30人以下と書かれていますが、同指標の直近5年の推移を部署別に教えてくだ
さい。

別紙「超勤360時間超の部毎の推移」をご参照ください。



   

            
         
        
       
       

    
        
             
        
        
        
        

        
         
       
         
         

              

         


